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本日の内容

（導入）測量資格制度の概要と現状

1. 法改正後の測量資格者の増加につながる動き

2. 測量資格制度検討の体制強化

3. 測量資格制度検討の今後の方向性
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測量の担い手確保のため

令和６年６月 測量法の改正

令和7年4月 関係する政省令を含めた改正が施行

現在地と今後の方向性について報告

1年が経過
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（導入） 測量資格制度の概要と現状



（導入）測量資格制度導入の背景と目的

測量資格制度を含む形で測量法（昭和二十四年法律第百八十八号）が成立

○ 戦後復興土木事業等の増加により測量需要が増大

○ 正確かつ効率的な測量の実施が必要

○ 財政ひっ迫の下で重複排除・成果の有効活用が必要

導入の背景

○ 信頼できる技術者を確保し、測量の正確さを担保する

○ 重複排除・成果活用等を含む測量法の運用に資する

導入の目的

測量士と測量士補の役割（測量法 第48条）

測量士

測量士補

測量に関する計画を作製し、又は実施する。

測量士の作製した計画に従い測量に従事する。
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（導入） 測量士・測量士補になるためのルート ※令和６年法改正後

大学 短大・高専
測量士補
養成施設

測量士補
試験

測量士
試験

測量士

学位授与
機構

測量士補

実務経験
（１年）

実務経験
（２年）

実務経験
（３年）

測量士
養成施設

実務経験
（１年）

測量科目を
修め卒業

学士の学位を
授与され測量
科目を履修

専門知識・
技能を修得

測量科目を
修め卒業

合格合格

高度な専門知識・
技能を修得
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（導入） 測量士・測量士補になるためのルート

測量士補
試験

測量士
試験

測量士

測量士補

合格合格
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本発表では

「試験ルート」
という



（導入） 測量士・測量士補になるためのルート

大学 短大・高専

測量士

学位授与
機構

測量士補

実務経験
（１年）

実務経験
（３年）

実務経験
（１年）

測量科目を
修め卒業

学士の学位を
授与され測量
科目を履修

測量科目を
修め卒業
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本発表では

「大学等ルート」
という



（導入） 測量士・測量士補になるためのルート

測量士補
養成施設

測量士

測量士補

実務経験
（２年）

測量士
養成施設

専門知識・
技能を修得

高度な専門知識・
技能を修得
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本発表では

「養成施設ルート」
という



（導入） 測量業者に所属している の年齢構成

○ 若手の資格保有者の割合が少ない。約65％が50歳以上。

○ 全体に占める60歳以上の者の割合が増えている。

出典：測量業における測量士・測量士補に関する実態調査報告書（国土地理院） （※注 アンケートに回答した業者における人数）
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(導入)  の新規登録者数の推移（資格取得方法別）

（人）

（年度）

新規登録者数（総数）

［内訳］
大学卒業
＋実務経験

短大・高専卒業
＋実務経験

測量士補養成施設修了 
＋実務経験

測量士養成施設修了

測量士試験合格

出典：国土地理院調査

測量士

○総数は減少。

○大学等ルート、養成施設ルートで実務経験によって測量士になる者が大きく減少。
測量士試験合格者はやや増加しているが補えていない状況。
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（参考）測量法関係法令改正（一部を除き令和７年4月施行）の概要
10

技術の進展に対応した測量士等の担い手確保

① 測量士・測量士補を輩出する養成施設の要件の見直し

② 現在の有資格者と同等以上の知識や技能を持つ人への資格付与

③ 測量士・測量士補資格の在り方の検討が規定

改正の目的

改正の概要
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1.法改正後の測量資格者の増加につながる動き



１．測量資格者の増加につながる動き

施行後1年の間に見え始めた主な動き

① 試験

令和７年試験の合格者

測量士 1,487名
測量士補 6,837名

いずれも直近5か年で最多

③ 養成施設

見直し後の要件の下で

沖縄で初の新設

養成施設新設は19年ぶり

② 学位授与機構

新設のルートで

測量士・士補 13名

が誕生
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いずれも測量の担い手確保につながる動き



大学 短大・高専
測量士補
養成施設

測量士補
試験

測量士
試験

学位授与
機構

実務経験
（１年）

実務経験
（２年）

実務経験
（３年）

測量士
養成施設

実務経験
（１年）

測量科目を
修め卒業

学士の学位を
授与され測量
科目を履修

専門知識・
技能を修得

測量科目を
修め卒業

合格合格

高度な専門知識・
技能を修得

13
１-① 【試験】令和７年の合格者が直近で最多

測量士

測量士補



１-① 【試験】 （令和７年）合格者が直近で最多

測量士試験  合格者は1,487名（前年比1,002名増）
測量士補試験 合格者は6,837名（前年比2,561名増）

令和7年の試験問題作成方針「実務能力を重視した内容を出題」とした。
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１-① 【試験】 （令和７年）測量業従事者の合格者割合が増加

測量士試験

受験者
業種別割合

測量業
1,949
52%

測量業以外
の産業
1,137
31%

公務・教員
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学生
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その他
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測量業
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53%

測量業以外
の産業
1,155
31%

公務・教員
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5%

学生
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3% その他

310
8%

測量士試験
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測量業
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50
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61
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測量業以外
の産業
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32%

公務・教員
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学生
48
3% その他

153
10%

R6

R6

R7

R7

受験者割合は

ほぼ変化なし

測量業従事者の

合格者割合が増加
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１-① 【試験】 2025年度の測量士登録者の構造が一変

（人）

（年度）

新規登録者数（総数）

［内訳］
大学卒業
＋実務経験

短大・高専卒業
＋実務経験

測量士補養成施設修了 
＋実務経験

測量士養成施設修了

測量士試験合格

出典：国土地理院調査

2025年度の 登録者について

総数が大きく増加し、試験ルートの登録者数が最大となった
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測量士



大学 短大・高専
測量士補
養成施設

測量士補
試験

測量士
試験

測量士

学位授与
機構

実務経験
（１年）

実務経験
（２年）

実務経験
（３年）

測量士
養成施設

実務経験
（１年）

測量科目を
修め卒業

学士の学位を
授与され測量
科目を履修

専門知識・
技能を修得

測量科目を
修め卒業

合格合格

高度な専門知識・
技能を修得
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１-②. 【学位授与機構】 新設ルートで測量の担い手誕生

測量士補
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１-②. 【学位授与機構】 新設ルートで測量の担い手誕生

学位授与機構による学位授与者等、現行の測量士・測量士補となる資格を有する
者と同等以上の知識及び技能を有する者について、測量士・測量士補となる資格
を付与する。

※法第５０条第６号（測量士）及び法第５１条第５号（測量士補）を新たに規定

新設したルートで測量士・測量士補が13名誕生

学位授与機構による学位授与者は、大卒者と同等以上の学力を有するにも関わ
らず、大卒者ではないため、測量士・測量士補資格が認められなかった。

法改正の内容

法改正の背景



大学 短大・高専
測量士補
養成施設

測量士補
試験

測量士
試験

学位授与
機構

実務経験
（１年）

実務経験
（２年）

実務経験
（３年）

測量士
養成施設

実務経験
（１年）

測量科目を
修め卒業

学士の学位を
授与され測量
科目を履修

専門知識・
技能を修得

測量科目を
修め卒業

合格合格

高度な専門知識・
技能を修得

19
１-③ 【養成施設】 要件改正後初の新設（１９年ぶり）

測量士

測量士補



１-③ 【養成施設】 入所者数の推移、生徒の人数

養成施設への入所者数の推移
（測量士補養成施設・測量士養成施設の合計）

養成施設一覧（令和7年4月1日時点）

測量士補養成施設 所在地

札幌工科専門学校 北海道

仙台工科専門学校 宮城

中央工学校 東京

東海工業専門学校金山校 愛知

近畿測量専門学校 大阪

岡山科学技術専門学校 岡山

福岡国土建設専門学校 福岡

九州測量専門学校 熊本

測量士養成施設 所在地

中央工学校 東京

東海工業専門学校金山校 愛知
2000 2005 2010 2015 2020 2025

（年度）0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

（人）

1995

4000

○測量士補養成施設の数は減少（１６（２００９年）→８（２０２４年）） ※国が設置者である施設を除く

○養成施設への入所者数は、ピークから急激に減少後、近年も漸減傾向

○１校当たりの生徒数も少ない（士補養成施設：平均約８０名、士養成施設：平均約２５名）
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１-③ 【養成施設】 要件改正後初の新設（１９年ぶり）

 沖縄県内の測量・建設コンサルタント業の企業間連携により、測量士補養成施設が設置

 地域の企業間連携により、測量士・測量士補資格者を増やし、将来の担い手不足に対応

○専任教員数
規模に応じて適正化

生徒定員 専任教員の人数

100人以下 最低２人

150人以下 最低３人

150人超 超数100人ごとに、+１人

○最低授業時数
年間 1,200時間 → 年間 900時間

○実習機器
現場で使われていない機器を削除
広く使われている機器を追加

○授業科目
技術の進展に対応し変更

○養成施設の登録要件の詳細を法律事項から省令事項に変更 → 柔軟かつ機動的な対応が可能に 

令和６年測量法改正の概要
（養成施設の設置要件の見直し関係）
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新設

（測量士補養成施設の場合）
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２. 測量資格制度検討の体制強化



政府は、測量士・測量士補の中長期的な育成及び確保に留意して、

測量士・測量士補となる資格の在り方について検討を加え、
その結果に基づいて必要な措置を講ずる

２．測量資格制度検討の体制強化
23

（新設） 測量法第５４条の２

① 課の新設

令和８年４月に

企画部 測量資格制度課
が新たに発足

② 有識者委員会の常設化

令和８年度から

測量資格制度に関する検討を
行うための委員会を常設

令和８年度から測量資格制度の検討体制を強化

法改正により資格の在り方について検討を加えることが測量法に規定された



これまで（～令和7年度）
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２-① 【課の新設】 必要なポストを新設・集約

 資格制度検討・設計を担うポストを新設
 分散していた資格制度の運用（試験・審査・登録）を担うポストを集約

測量資格制度課（新設）

○検討・設計

専属ポストを新設

○運用（試験・審査・登録）

全て１つの課に集約

制度検討と運用の効果的な連携と
制度全体での最適化が容易に

部署A 部署B 部署C 部署D

試験
実施
登録

作成
採点

大学
等

審査
認定

基準
策定

養成
施設

審査
登録

審査 審査

○運用

これから（令和８年度～）

○検討・設計 専属の担当ポスト無し

所管部署がバラバラ



資格付与基準

２-① 【課の新設】 連携強化のイメージ

大学 短大・高専 測量士補
養成施設

測量士補試験測量士試験

測量士

学位授与機構

測量士補

実務経験（１年） 実務経験（２年）実務経験（３年）

測量士
養成施設

実務経験（１年）

測量科目を修め
卒業

学士の学位を
授与され

測量科目を履修

専門知識・
技能を修得

測量科目を修め
卒業

高度な専門知識・
技能を修得
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登録・変更・消除

試験設計 審査基準 設置要件

測量資格制度の在り方

登録・変更・消除

合格合格



資格付与基準

２-① 【課の新設】 連携強化のイメージ

大学 短大・高専 測量士補
養成施設

測量士補試験測量士試験

測量士

学位授与機構

測量士補

実務経験（１年） 実務経験（２年）実務経験（３年）

測量士
養成施設

実務経験（１年）

測量科目を修め
卒業

学士の学位を
授与され

測量科目を履修

専門知識・
技能を修得

測量科目を修め
卒業

高度な専門知識・
技能を修得
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登録・変更・消除

試験設計 審査基準 設置要件

測量資格制度の在り方

登録・変更・消除

合格合格

検討・設計

運用

試験ルート 大学等ルート 養成施設ルート



27
２-① 【課の新設】 試験ルートにおける効果的連携

• 品質及び難易度管理

• 方針に基づく判断

• 結果と属性

• 受験者・業界の反応

• 在るべき姿の者を合格

させる試験設計

• 試験設計の適正化

• 測量士・測量士補の

在るべき姿
• 試験の果たす役割

制度
検討

試験
設計

作成
採点

分析
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２-① 【課の新設】 大学等・養成施設ルートにおける効果的連携

• 審査品質安定

• 審査最適化・効率化

• 登録者属性

• 受験者・業界の反応

• 在るべき姿の者に資格

を与える審査基準

• 大学等の動向を反映

• 測量士・測量士補の

在るべき姿
• 大学等・養成施設の

果たす役割 制度
検討

基準
策定

審査
認定

分析



これまで（～令和7年度）

29
２-② 【有識者委員会の常設化】 継続的な検討を実施

これから（令和８年度～）

（令和６年度～令和７年度）

測量行政懇談会の下に設置された「測量資格制度検討部会」で検討

（令和８年度以降）

新たに独立した有識者委員会を常設し、上記部会の議論を継承

独立した有識者委員会

常設の場で時代に合わせた

見直しを継続的に実施

測量資格制度検討部会

時限的な設置

測量行政懇談会



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismGeospatial Information Authority of Japan

３. 測量資格制度に関する今後の議論



31３ 測量資格制度に関する今後の議論

測量技術者の高齢化及び若年技術者の不足等による将来の担い手不足解消

• 大学・短期大学等・測量に関する専門の養成施設の各卒業者、測量士試験等合格者

における測量に関して修得した知識等の差異の解消

• 測量・測位技術の進展に伴う新技術に対応した測量教育の在り方の検討

等の諸課題に関して、知識・技能を有する若年測量技術者を育成するために、

新たな測量技術を考慮した測量資格制度の在るべき姿について検討

測量資格制度部会（令和６～７年度） 設置目的

令和８年度に設置する常設の有識者委員会においても

同様の内容を継承



32３ 測量資格制度に関する今後の議論

• 養成施設における登録要件の改正（案）

• 測量士・測量士補試験の内容（実務に則した内容）

• 「既存の資格付与要件と同等以上」の内容

• 測量技術者の将来的な在るべき姿

• 測量士・測量士補に求められる能力

R6年度～R７年度における主な検討内容

• 大学・短期大学の卒業者、測量養成施設の修了者、測量士試験等合格者における
測量に関して修得した知識等の差異への対応

• 測量・測位技術の進展に伴う新技術に対応した測量教育の在り方の検討

• （その他必要に応じて柔軟に対応）

今後の具体の検討課題（例）

測量法関係法令改正
（令和７年４月施行）
に反映



３ 測量資格制度の検討への御協力依頼

• 制度の実効性を担保するため、現場の実態に基づくエビデンスが不可欠
• アンケート、ヒアリング、意見交換等をお願いする際には、御協力を賜りたい

33

（調査等）

• 測量業における測量士・測量士補に関する実態等

• 測量に関する民間資格についての調査

• 測量の周辺分野（土木・建築・情報）に関する資格制度の実態調査

（ヒアリング等）

• 測量士等に求められる能力

• 測量士等がカバーすべき測量の範囲

今後想定している具体のヒアリング・アンケート等（例）



まとめ

• 令和6年の測量法改正により、測量士・測量士補となる資格の在り方に

ついて継続的に検討し、必要な措置を講ずることが位置づけられた。

• 法施行1年の中で、試験、養成施設、学位授与機構等各ルートで測量資格者の

増加につながる動きが見られ始めている。

• 国土地理院は、測量資格制度課の新設と有識者委員会の常設化を行い、

測量資格制度の検討体制を強化した。

• 今後もエビデンスに基づき、業界とも連携しながら制度設計を進めていく。
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